
参考資料：特定類型該当性確認のための簡易チェックフローチャート 

■ 特定類型①：外国政府や外国法人と雇用契約等を結んでいる場合

■ 特定類型②：外国政府等から経済的利益を受けている場合

外国の大学や外国法人又は外国政府等と

雇用契約（契約の名称を問わず、時間的・

場所的に拘束されるもの）又は取締役・監査

役としての委任契約を締結しているか？ 

類型①に該当しません。 

類型①に該当します。
（（イ）（ロ）に該当する場合を除く。）

外国政府等から、個人として（not 大学とし

て、研究室として）多額の金銭その他の重

大な利益を得ている、又は、得ることを約

束しているか？ 

その利益を金銭換算した場合、年間所得

のうち 25%以上を占めているか？ 

類型②に該当しません。 

類型②に該当します。

N O 

N O 

N O 

YES 

YES 

YES 

特定類型①～②に該当する具体的なイメージとしては以下のとおりです。 

経産省 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）第四版　より

特定類型①【契約に基づき、外国政府等・外国法人等の支配下にある者】
例①：外国企業（×外資系企業）に勤務している社会人学生

特定類型②【経済的利益に基づき、外国政府等の実質的な支配下にある者】
例①：外国政府から留学資金の提供を受けている学生
例②：外国政府の理工系人材獲得プログラムに参加し、個人として

（×大学として、研究室として）多額の研究資金や生活費の提供を
受けている研究者




